
 
 

 

 
 

 

 

県下７７市町村へ福祉医療制度の充実

求める「要望書」を提出、制度拡充の

「意向調査」を開始 
福祉医療給付の改善をすすめる会は、県下７７市町村に対して子ども、

障がい者等の福祉医療給付制度の充実を求める要望書を提出、あわせて

制度拡充についての意向調査を依頼しました。要望書では、①子ども医

療費の現物給付の対象年齢を中学卒業から高校卒業（18歳年度末）ま

で拡大すること。②現物給付の対象を障がい者等も対象とするよう制度

の拡充を図ること。③受給者負担金（１レセプト 500円まで）を廃止す

ること、以上３点を市町村長と担当部署に要望しました。 

意向調査では、１．子ども医療費の現物給付をどこまで拡大する意向

があるか、２．現物給付を子ども以外に障がい者など、どの範囲まで拡

充する意向があるか、３．受給者負担金の廃止の意向があるかとの内容

です。すでに、長和町、中川村では「高校卒業ま受給者負担なしの現物

給付」を首長が表明しています。すすめる会は県下市町村の意向に注目

し、今回の要望と意向調査の結果をもとに、秋の自治体キャラバンであらためて市町村に対し県水準を

上回る制度の拡充を要望していく予定です。 

 

2016年度子ども医療費助成全国実施状況（厚労省調査） 

全国８割超の市町村が現物給付！（併用含） 
 厚労省は、２０１６年度の全国の子ども医療費助成状況を公表しました。それによると、鳥取県が県

として現物給付の対象年齢を１８才年度末まで拡大。県として１８才まで助成しているのは福島県と鳥

取県の２県となりました。一方市町村では、現物給付（併用含む）のもとで対象年齢を拡大する自治体

が増えてきています。茨城県の古河市、境町では２０才年度末まで（外来・入院ともに）現物給付を実

施。全国８割超の市町村で現物給付（併用含む）となっているのが大きな特徴です。 

 長野県は、いまだに現物給付０県のひとつです（全国で４県）。これに対し、県下市町村であらたに

対象年齢を１８才まで拡大した自治体が、飯田市、佐久穂町、坂城町、下諏訪町、飯綱町、山形村、朝

日村、木島平村の１市、４町、３村となり、６２％にあたる４８市町村で１８才まで医療費を助成して

います。県としては一刻も早い現物給付の実施が求められます。また、市町村では更なる制度の拡充が

今後の課題となります。             ＊詳細は県社保協ＨＰの新着情報をご覧ください。 
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